
資 産 見 返 負 債 戻 入 54¶369 2¶905 57¶274 ` 57¶274

財 務 収 益 ` ` ` 1¶576 1¶576

雑 益 64¶680 6 64¶687 ` 64¶687

小 計 3¶238¶842 92¶565 3¶331¶407 2¶722¶544 6¶053¶951

業 務 損 益 －2¶019¶539 －772¶757 －2¶792¶296 2¶722¶544 －69¶752

土 地 10¶127¶237 3¶171¶600 13¶298¶838 ` 13¶298¶838

建 物 3¶991¶648 872¶575 4¶864¶224 ` 4¶864¶224

構 築 物 446¶044 70¶921 516¶965 ` 516¶965

そ の 他 の 固 定 資 産 2¶882¶993 10¶510 2¶893¶503 13¶251 2¶906¶754

流 動 資 産 35¶508 3¶589 39¶097 1¶963¶058 2¶002¶156

帰 属 資 産 17¶483¶432 4¶129¶197 21¶612¶630 1¶976¶310 23¶588¶940

当事業年度において、従来の配賦方法によった場合の運営費交付金収益のセグメント情報
は次のとおりです。

（単位；千円）

区 分 大 学 附属学校 小 計 法人共通 合 計

運営費交付金収益 2¶706¶637 522¶284 3¶228¶922 ` 3¶228¶922

（注３） 帰属資産のうち法人共通（1¶976¶310千円）は各セグメントに配賦しなかった資産で、そ
の主な内訳は現金及び預金（1¶698¶866千円）、有価証券（264¶192千円）です。

（注４） 目的積立金の取り崩しを財源とする費用の発生額
（単位；千円）

区 分 大 学 附属学校 小 計 法人共通 合 計

費用の発生額 157¶286 38¶095 195¶382 ` 195¶382

（注５） 損益外減価償却相当額及び損益外減損損失相当額並びに引当外賞与増加見込額及び引当
外退職給付増加見積額は以下のとおりです。

（単位；千円）

区 分 大 学 附属学校 小 計 法人共通 合 計

損益外減価償却相当額 －293¶526 －103¶549 －397¶076 ` －397¶076

K̂ 寄附金の明細
（単位；千円）

区 分 当期受入額 件 数 摘 要

大 学 41¶667(千円) 146(件) 現物寄付（126件、14¶223千円）を
含む

附 属 学 校 3¶364(千円) 8(件)

合 計 45¶031(千円) 154(件)

（注１） 当期発生の利息等（2¶934千円）については受入金額に含んでおります。
L̃ 受託研究の明細

（単位；千円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

大 学 ` 16¶556 16¶442 113

合 計 ` 16¶556 16¶442 113

C̃ 共同研究の明細
（単位；千円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託研究等収益 期 末 残 高

大 学 300 1¶100 1¶400 `

合 計 300 1¶100 1¶400 `

D̃ 受託事業等の明細
（単位；千円）

区 分 期 首 残 高 当期受入額 受託事業等収益 期 末 残 高

大 学 ` 42¶594 42¶594 `

合 計 ` 42¶594 42¶594 `

Ẽ 科学研究費補助金の明細
（単位；千円）

種 目 当 期 受 入 件 数 摘 要

科学研究費補助金

基 盤 研 究 Ì
(1¶730)

519 4
うち研究分担分（４件、1¶730千円）

損益外減損損失相当額 ` ` ` ` `

引当外賞与増加見込額 4¶510 1¶022 5¶532 ` 5¶532

引当外退職給付増加見積額 －51¶714 －8¶147 －59¶862 ` －59¶862
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（注１） セグメントの区分方法
セグメントは業務に応じて附属学校と大学の２つに区分し、各セグメントに配賦しない
業務損益及び帰属資産は法人共通に計上しております。

（注２） 業務収益のうち法人共通（2¶720¶968千円）は各セグメントに配賦不能の収益であり、そ
の主な内訳は、特別教育研究経費と特殊要因経費を除く運営費交付金収益（2¶720¶968千円）
です。

〔業務収益の配賦方法の変更〕
運営費交付金収益については、従来、各セグメントの常勤人件費の割合により按分配賦し
ていましたが、事務局における一元的予算管理の実態と運営費交付金のセグメントへの帰属
性とを勘案し、当事業年度より、特別教育研究経費と特殊要因経費に係る運営費交付金収益
は各セグメントに配賦し、その他は、すべて法人共通へ計上することといたしました。
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